
令和８年度 地域福祉推進セミナー 
～市町村における包括的な支援体制づくりに向けて～ 

開 催 要 綱 
 

１ 趣旨 

わが国の社会福祉は、人口減少や少子高齢化の進展に加え、ヤングケアラー、ひきこもり、8050

問題など、制度の狭間にある課題や複合的な困難を抱える世帯の増加に直面しています。こうし

た状況下、平成 29 年の社会福祉法改正により、属性を問わずまるごと受け止める「包括的な支

援体制の整備」が市町村の努力義務とされ、各自治体においては重層的支援体制整備事業の活用

等による体制構築が進められてきました。また、令和 7 年 12 月に公表された社会保障審議会福

祉部会報告書では、これまでの取り組みを基盤としつつ、アウトリーチの強化や多機関協働の深

化など、より実効性の高い支援体制へのアップデートが求められています。 

体制整備への新たなフェーズを迎え、自治体と社会福祉協議会等の関係機関がそれぞれの役割

を再確認するとともに、地域住民や多様な主体との連携をいかに深めていくか。本セミナーを通

じて、本県における包括的な支援体制の更なる展開に向けた具体的な一歩を検討する機会といた

します。 

 

２ 主催 

  新潟県、社会福祉法人新潟県社会福祉協議会 

 

３ 日時 

  令和８年６月２日（火） 13:30～16:30 

 

４ 会場 

  興和ビル 10階 大会議室 

（新潟市中央区新光町 6-1） 

※定員は、120名となります。（定員超過した場合、 

複数名の申し込みをいただいている機関を対象に、 

参加人数を調整させていただきます。） 

※会場は駐車スペースが限られるため、極力、 

公共交通機関等をご利用の上、ご来場ください。 

 

５ 参加対象者 

市町村行政関係各課職員、市町村社会福祉協議会関係職員、 

地域包括支援センター職員、相談支援事業所職員、その他関心のある方 

 

６ 参加費 

  無料 

 

７ 申込方法 

下記 URL（Googleフォーム）からお申込みください。 

https://forms.gle/WvfDpLLM2sUtErVN8 

  【申込締切：令和８年５月 22日（金）17：00まで】 

※セキュリティの関係で、Googleフォームへのアクセスが難しい場合は、メールにて 

下記問い合わせ先までご連絡ください。 

 

 

 

 

 



８ プログラム 

時 間 内 容 

13:00～13:30 受 付 

13:30～13:35 
【開会挨拶】 

新潟県 福祉保健部 福祉保健総務課 

13:35～13:55 

（20分） 

【行政説明】 

「県内における体制整備状況と県による取り組みについて」 

新潟県 福祉保健部 福祉保健総務課 

 

 

 

13:55～15:10 

（75分） 

【基調講義】 

「包括的な支援体制の構築に向けて～政策と実践をつなぐ～」 

同志社大学 社会学部 教授 永田祐 

 

 

 

 

 

15:10～15:20 

（10分） 
休 憩 

15:20～16:30 

（70分） 

【実践報告】 

「県内における包括的な支援体制の取り組み」 

報告者 

新潟市中央区役所 健康福祉課 地域福祉担当係長 堀祐一朗 

新潟市中央区社会福祉協議会 CSW 白井孝明 

柏崎市 福祉課 総務係 係長 小林直樹 

柏崎市社会福祉協議会 地域福祉課 地域福祉係 係長 松木万里央 

進行 同志社大学 社会学部 教授 永田祐 

 

 

 

 

16:30 閉 会 

 

９ 個人情報の取扱いについて 

「申込フォーム」にご登録いただいた個人情報は、本セミナーの運営管理の目的にのみに 

利用させていただきます。 

 

10 問い合わせ先 

◆社会福祉法人新潟県社会福祉協議会 地域福祉課 担当：渡邉 

〒950-8575 新潟市中央区上所２丁目２番２号 新潟ユニゾンプラザ３階 

TEL：025-281-5521   FAX：025-285-0303  メール：chiiki@fukushiniigata.or.jp 

◆新潟県福祉保健部福祉保健総務課 企画調整室（地域福祉担当） 担当：小田 

〒950-8570 新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 新潟県庁行政庁舎 12階 

TEL：025-280-5176 FAX：025-283-3466 メール：oda.eri@pref.niigata.lg.jp 

 

☞ねらい 

県内での包括的な支援体制の整備状況や今後の取組概況等について学びます。 

☞ねらい 

包括的な支援体制の整備についての概要・ポイントについて講義いただくとと

もに、関連施策と有機的に連携・連動させていくためのヒントや国の検討会議

等での議論や動向等を踏まえた今後の取組の方向性について考えます。 

☞ねらい 

体制整備に取り組んだ経緯や背景、当該体制下での支援の成果や課題等につい

て共有するとともに、これからの包括的な支援体制のあり方ついて考えます。 

mailto:chiiki@fukushiniigata.or.jp

